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本書の特色
■投資者個人にとって関連の深い所得
　税及び個人住民税を中心に、制度の
　全体像を詳細に解説

■金融・証券税制の企画・立案等の事
　務に従事した著者が執筆

■「金融所得課税の一体化」に向けて
　様々な措置が講じられている制度改
　正もフォロー

■税理士・金融商品の販売に携わる実
　務家を強力にサポート

Ａ5判／832頁
定価　本体6,500円＋税

複雑・難解な制度を1冊で
体系的に把握できる実務解説書!
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（１）　概要
① 　居住者等が，平成28年１月１日以後に，株式等の譲渡をした場合には，

その株式等の譲渡による事業所得，譲渡所得及び雑所得（株式等に係る譲渡

所得等）については，その株式等が一般株式等に該当するか，上場株式等

に該当するかに応じて，「一般株式等に係る申告分離課税制度」と「上場

株式等に係る申告分離課税制度」が適用されることになります。

すなわち，居住者等が，平成28年１月１日以後に，一般株式等の譲渡を

した場合には，その一般株式等の譲渡（金融商品取引法第28条第８項第３号イ

に掲げる取引の方法により行うものは除きます。）による事業所得，譲渡所得及

び雑所得（一般株式等に係る譲渡所得等）については，他の所得と区分して，

その年中の一般株式等に係る譲渡所得等の金額に対して15％（そのほかに住

民税５％）の税率で課税されます（措法37の10①）。

また，居住者等が，平成28年１月１日以後に，上場株式等の譲渡をした

場合には，その上場株式等の譲渡（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲

げる取引の方法により行うものは除きます。）による事業所得，譲渡所得及び雑

所得（上場株式等に係る譲渡所得等）については，他の所得と区分して，上

場株式等に係る譲渡所得等の金額に対して15％（そのほかに住民税５％）の

税率で課税されます（措法37の11）。一般株式等に係る譲渡所得等と上場株

式等に係る譲渡所得等との間の損益の通算はできません。

なお，これらの申告分離課税でも，平成49年分までの各年分の所得税に

係る基準所得税額に2.1％の税率を乗じて計算した金額が，復興特別所得

税として，併せて課税されます。

② 　貸付信託の受益権等の譲渡による所得については，次のような特例が設

けられています。

イ　償還差益につき発行時に源泉徴収の対象とされた割引債，預金保険法

第２条第２項第５号に規定する長期信用銀行債等，貸付信託の受益権そ

の他一定のもの（以下「貸付信託の受益権等」といいます。）の譲渡による

所得については，所得税を課さないこととされています（措法37の15①）。

ロ　貸付信託の受益権等の譲渡による収入金額がその貸付信託の受益権等

の取得費と譲渡費用の額の合計額又はその譲渡に係る必要経費に満たな

い場合におけるその不足額については，所得税法の規定の適用について

は，ないものとみなすこととされています（措法37の15②）。

 注解

有価証券の譲渡による所得であっても，ゴルフ会員権の譲渡に類似する株

式等の譲渡による所得については，総合課税の方法により所得税が課税され

ますが，金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げる取引の方法による株

式等の譲渡による所得は，商品先物取引による所得等と合わせて分離課税が

行われ，土地等の譲渡に類似する株式等の譲渡による所得は，土地等の分離

短期譲渡所得として所得税が課税されます（措法32②）。

③ 　このほか，株式等に係る譲渡所得等の金額の計算及びその所得税額の計

算に関しては，多くの特例が設けられています。

　以下，上記①から③までの特例について，順次，説明します。

（２）　一般株式等に係る譲渡所得等の申告分離課税制度
①　申告分離課税の対象となる一般株式等の範囲

イ　この特例により申告分離課税の対象となる「一般株式等」は，株式等

のうち上場株式等以外のものです（措法37の10②）。

 注解

「株式等」の範囲については次のロを，「上場株式等」の範囲については「上

場株式等に係る譲渡所得等の課税の特例」の稿をそれぞれ参照してください。

例示すると，次に掲げる株式等が「一般株式等」に該当することになり

ます。

イ　金融商品取引所に上場されていない株式又は投資口

ロ　投資信託でその設定に係る受益権の募集が公募以外の方法（私募）

により行われたものの受益権

ハ　特定目的信託（その信託契約の締結時において原委託者が取得する社債

的受益権の募集が公募以外の方法（私募）により行われたものに限ります。）

の社債的受益権

ニ　株式が上場されていない会社が発行する社債でその発行の際の有価

証券の募集が公募以外の方法（私募）により行われたもの
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　　源泉徴収選択口座における上場株式等に係る譲渡損失の金額に

ついて申告不要を適用しない場合

源泉徴収選択口座において源泉徴収選択口座内配当等と損益通

算をした上場株式等に係る譲渡損失の金額について，特定口座内保

管上場株式等に係る譲渡所得等の申告不要の特例（措法37の11の５）

を適用せずに確定申告をし，他の上場株式等に係る配当所得等の金

額や上場株式等に係る譲渡所得等の金額との損益通算をした場合に

は，その源泉徴収選択口座内配当等については，源泉徴収をされな

いまま源泉徴収選択口座に残ってしまうことになります。

このため，源泉徴収選択口座における損益通算の特例により金融

商品取引業者等が源泉徴収選択口座内配当等について徴収して納付

すべき所得税の額の計算上その居住者等が有する源泉徴収選択口座

内配当等の額から控除した上場株式等に係る譲渡損失の金額につき

特定口座内保管上場株式等に係る譲渡所得等の申告不要の特例（措

法37の11の５）の適用を受けない場合には，その源泉徴収選択口座内

配当等に係る利子所得の金額又は配当所得の金額については，上場

株式等の配当等に係る申告不要の特例（措法８の５①②）を適用せ

ず，その譲渡損失の金額と併せて確定申告を行い，その上場株式等

の配当等に対する所得税を納付しなければならないこととされてい

ます（措法37の11の６⑩）。

◯ロ  参考 　上場株式等の譲渡損失と利子・配当等の損益通算の適用例

①　源泉徴収口座内の譲渡損を申告不要とする場合

②　源泉徴収口座内の譲渡損を申告する場
合（申告で配当と損益通算をしない場合）

配当 100（10）

譲渡損▲50

通算

申　告

源
徴
口
座

配当 100（20）
源徴税額の
計算上控除

譲渡損を申告する
ため申告不要は不可

配当 50（10）

譲渡損　▲50

源
徴
口
座

配当 100（20）
源徴税額の
計算上控除

譲渡損を申告する
ため申告不要は不可

配当 50（10）

譲渡損　▲50

譲渡益 150
一
般
口
座

譲渡益　150

配当 100（20）

譲渡益 100（20）

（追加納付 10）

（納付 20）

上記税額は申告分離課
税の場合。他に総合課
税を選択することも可

源
徴
口
座

配当 100（20）

一
般
口
座 申

告
を
す
る
場
合
は
所
得
金
額
を
通
算
前
に
リ
セ
ッ
ト

譲渡益　150

源徴税額の計算上控除 申告不要可
配当 50（10）

譲渡損　▲50
申　告

所得金額（税額）

譲渡益 150（30）
（納付 30）

一
般
口
座
譲渡益　　30

③　源泉徴収口座内の譲渡損を申告する場
合（申告で配当と損益通算をする場合）

配当 100（10）

譲渡損▲50

通算①

損益通算②

申　告

譲渡益 30

配当 80（16）

譲渡損　▲20

（追加納付 6）
損益通算をして
いるため申告分
離課税のみ

（注）１ 　「一般口座」とは，特定口座，非課税口座及び未成年者口座以外の口座をい

います。

　 　２　復興特別所得税は，加味していません。

（12）　上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除
①　上場株式等の譲渡損失と配当所得との損益通算

この損益通算の特例は，確定申告書を提出する居住者等の平成28年分以後

の各年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額がある場合には，「上場株式等

に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額はなかったものとみな

す」という株式等譲渡益課税の原則にかかわらず，その上場株式等に係る譲
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